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事業概要 

 

要旨 

 本調査研究事業は、3 つのプロジェクトを行った。第 1に、研究グループ「生活機特性研

究グループ」を編成し会議及び有識者ヒアリングを行った。第 2に、既存の ITツールを対

象として、その利活用状況に関する調査を行った。第 3に、全国 6か所の在宅介護事業者と

連携して介護職員を対象に、介護負担感と業務改善に関するアンケート調査を行った。結果、

生活機特性研究グループは、本調査研究事業期間を通じて会議開催 9回、有識者ヒアリング

を 9回（合計 18 回）実施した。既存 ITツールの利活用状況関する調査については、調査項

目を①システム登録事業者数②動画事例数③登録事業者の種別④IT ツール担当者の職種⑤

IT ツール担当者の年齢とした。登録事業者の種別では在宅介護保険事業者が 69か所で最も

多かった。システム担当者職種ではリハビリテーション専門職が最も多く、次いで介護福祉

士、社会福祉士の順であった。また、システム担当者の年齢分布は 30～31 歳が最も多かっ

た。介護負担感と業務改善に関するアンケート調査では、調査項目を①性別②介護現場の経

験年数③介護現場で一番負担を感じる場面について④介護現場の負担軽減の為の工夫につ

いて⑤工夫の方法で一番効果的と思われる情報共有の手段についての 5項目とし、266 名の

回答を得た。回答者の性別では「女性」が 8 割を占めた。経験年数では「5 年以上 10 年未

満」の方が最も多かった。介護負担場面では「入浴介助」が最も多く次いで「移動・移乗介

助」であった。効果的と思われる情報共有段では「口頭での情報共有」が最も多く、次いで

「動画等のメディア共有」であった。本調査研究事業では、生活機特性研究グループにより

自立支援を「自律」「興味・関心」「可能性」「尊厳」の 4つの要素とした自立支援のマトリ

クス図と、付随する活動モデルが考案された。また、システム調査からは、対象とした IT

ツールにおける介護現場の利活用の状況に関する基礎資料を得た。また、負担感の回答で最

も多かった入浴介助の背景を考察し、介護職員の負担感の背景には「理想と現実のギャップ

を感じつつ寄り添う事」に最も介護負担感を感じている事が推察された。また、本調査研究

事業から得られた知見を基にし自立支援志向の介護における一連の流れをシステム化する

IT ツール「iTherapy stand」の実験的構築を試みた。また、そのスキーム、デザインを検

討し、IT ツールと介護負担の軽減、業務改善、加えて、介護事業そのものの生産性向上の

「可能性」について検討を行った。 
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1 調査研究事業の目的 

 

1.1 介護現場と ICT・動画、生活機能向上連携加算の関係 

 

2018 年度介護保険改定で「生活機能向上連携加算（以下、加算と省略）」が創設（訪問介

護は見直し）された。介護の現場をリハビリテーション専門職等（以下、リハ職と省略）が

訪問し、現場共有し、介護計画への助言・相談を行う事により加算取得が可能とされた。そ

して、訪問介護や通所介護では、リハ職が訪問できない場合でも利用者の状態を ICT・動画

（以下、IT ツールと表記）で情報共有し、相談・助言を行う事で加算算定可能とされた。 

2018 年度介護保険改定では、入所や施設サービスにおける生活機能向上連携加算に、IT

ツールの活用による加算算定要件は明文化されなかった。しかし、在宅であれ施設であれ、

介護現場に IT ツールを導入する事で加算算定が可能となった事は事実である。たとえば、

個別機能訓練加算も介護職員処遇改善加算も、それら加算の意図は利用者状態と現場環境

や好転させる為の取り組みを評価したンセンティブである事は言うまでもない。介護現場

と ITツール生活機能向上連携加算との関係は、加算創設をした以上は、その生産性向上と

いう展望（経済産業省）を含めた介護現場の環境を好転させる新たな「ルール」として機能

させていく事が重要なのであろう。そこで本調査研究では、既存の ITツールを対象として、

その利活用状況に関する調査活動と結果の整理を行い、介護現場の ITツールの利活用に状

況知る基礎資料を得る事を目的の一つとした。 

 

1.2 自立支援志向の二つの介護「改善型介護」と「伴走型介護」 

 

次に、自立支援の考え方、その整理の必要性ついて言及する。介護現場に IT ツールを活

用し、利用者の状態像共有が現場環境を好転させる可能性があるとして、利用者の状態像の

何をどの様に情報共有するかの「整理」が重要である。内閣府、未来投資会議 [1]（図 1）

では、膨らむ介護給付費の抑制を目的に介護サービスの在り方そのものを見直したイメー

ジを「自立支援志向の介護」として提唱した。そして、自立支援志向の介護は「本人ができ

る部分をしてもらい、できない部分を介助する訓練」との具体的イメージとして示される。

その背景には「介護は、改善や回復を目指す介護へパラダイムシフト」との同会議での首相

発言があり、関係省庁、有識者委員会による介護の在り方検討が進んだ [2]（図 2）。そし

て、国の自立支援のイメージは、機能改善を目指す介護（本報告書では、以下「改善型介護」

と表現する）となる。しかし、機能向上により何らかの改善が得られたとして、それが介護

負担軽減に直結しない事は経験則的に介護現場の周知の事実であろう。たとえば、入浴行為

や排泄行為等は、機能改善だけで単純に整理できない複雑な動作・環境・意図・配慮（本報

告書では、以下「生活機能特性」と表記する）を含む。自立支援を目指し、利用者の複雑な

生活機能特性に寄り添う介護（本報告書では、以下「伴走型介護」と表記する）が目指す自
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立支援のイメージは、改善型介護とはまた違ったイメージを描くと想定する。この視点から、

本調査研究事業においては、介護現場の IT ツール利活用状況の基礎資料収集と同時並行的

に、介護事業での管理者やマネジメン担当等を担う専門職による実務者委員会を組織して

自立支援の在り方検討と概念形成の議論を進めた。また同時に、介護現場以外の多方面の有

識者に、自立支援の概念形成に助言を受ける為のヒアリング活動を行い、その意見集約と自

立支援に関する概念図、モデル図等の考案を試みた。 

 

1.3 介護負担感軽減の為の要因分析と、自立支援志向の介護の業務改善について 

 

厚生労働省は、2017 年度から介護分野におけるデータベース構築事業を（Care（ケア）、

Health Status（ヘルスステータス）＆Events（イベンツ）、本報告書では、以下「CHASE」

と表記する） [3]。推進している。CHASE は、介護保険サービス全般のサービス内容と利用

者の心身機能の改善・回復に関わる情報を集約し、サービスの質、効果についてのエビデン

スを蓄積する事をその目的とするとされている（以下、科学的介護と表記する）。そして、

科学的介護の目標は、そのデータベースを活用し、利用者の状態像（年齢、性別、疾患など）

に合うサービス提供を行うと心身機能がどのくらい改善されるのかを客観的に予測するこ

とによって科学的介護の実現を目指すとしている。 

さて、本調査研究事業の主たる目的は、ICT ツールの活用による利用者の自立支援の推進

と、それに伴う業務改善と介護負担軽減である。科学的介護は自立支援を促進するとされる。

しかし、科学的介護の実現が利用者の自立支援を促し、現場の業務改善と介護負担軽減に結

び付くかどうかは未知数である。本研究事業では、この点に注目し、既に IT ツールを活用

している事業所に勤務する介護職員を対象に、業務改善と介護負担に関するアンケート調

査を行い、ITツールの活用と業務改善、介護負担軽減との関係ついて考察を行った。 
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図 1：自立支援志向の介護 
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図 2：未来投資会議 
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2 対象と方法 

 

2.1 自立支援概念整理の為の生活機特性研究グループの設置 

 

社会福祉法人春秋会リエゾン長崎の理事長 川副巧成が主体となり、介護事業を運営する

法人代表（及び管理者）を招集し、本研究調査事業の運営を推進する研究グループ「生活機

特性研究グループ（以下、研究グループと表記）」を編成した。研究グループを構成する委

員と会議詳細は結果の項に示す通りである。研究グループは、全国 7か所の法人・事業所代

表者で構成される会議体として、生活機能特性の視点から、高齢者の自立支援の概念を整理

する事を活動目的とした。また、会議の役割としては、①事業に関する課題整理②課題検討

③事業の進捗管理④意思決定⑤データ収集等実働支援とした。また、会議で出た検討課題に

ついては、研究グループ以外の有識者に随時で相談・ヒアリングを行い、客観的な助言・ア

ドバイスを求める機会を設けた。 

 

2.2 ICT システムの利活用に関する調査 

 

既存の ICT システム（iTherapy）の利活用状況について調査を行った。iTherapy は、平

成 25 年度に、独立行政法人福祉医療機構 [4]の支援を受け、NPO 法人在宅リハビリテーシ

ョンを考える会が開発した。iTherapy は、介護現場の自立支援に向け、介護サービスの現

場に IT ツールを導入して利用者の状態像を視覚化し、多職種間での情報共有を促進する事

を目的に開発されたシステムである。ICT システムの利活用調査として行った項目は、①シ

ステム登録事業者数②動画事例数③登録事業者の種別④ITツール担当者の職種⑤ITツール

担当者の年齢とした。 

 

2.3 介護負担感と情報共有の工夫に関するアンケート調査 

 

愛知県、福井県、大阪府、兵庫県、岡山県、長崎県の全国 6か所の在宅介護事業者と連携

し、同事業所の介護職員を対象に介護負担感の軽減に関するアンケート調査を行った。調査

は、①性別②介護現場の経験年数③介護現場で一番負担を感じる場面について④介護現場

の負担軽減の為の工夫について⑤工夫の方法で一番効果的と思われる情報共有の手段につ

いての 5 項目をその要素とし、平成 29 年 9 月 1 日から 9 月 30 日の間で、上記全国 6 都道

府県、10 事業所で調査を実施した。尚、本研究は、社会福祉法人春秋会リエゾン長崎の倫

理委員会にて研究の承認を受け、また、アンケート調査の回答者には、回答は本研究発表以

外では使用せず、調査による不利益を被ることはないことを説明した上で実施し、その回答

をもって同意を得た事とした。 

 



 8 / 28 

 

3 結果 

 

3.1 生活機特性研究グループの会議と自立支援概念の整理 

 

本調査研究事業の期間を通じて、会議開催 9 回、有識者ヒアリングを 9 回（会議合計 18

回）実施した。研究グループ委員及び有識者、会議・ヒアリングの詳細を以下に示す。 

 

 研究グループ関係者一覧 

研究グループ代表 

・川副 巧成（所属：社会福祉法人春秋会 リエゾン長崎 理事長／長崎県） 

 

研究グループメンバー（9名） 

・小幡 匡史（所属：合同会社 Think Body Japan 代表取締役／愛知県） 

・小山   樹（所属：株式会社ジェネラス 代表取締役／愛知県） 

・大浦 由紀（所属：株式会社セラピット 代表取締役／兵庫県） 

・小馬 誠士（所属：株式会社アール・ケア 常務取締役／岡山県） 

・橋本 真一（所属：ポシブル医科学株式会社 事業統括部長／大阪府） 

・梅田 典宏（所属：株式会社ジェネラス 介護事業所管理者／愛知県） 

・下村 周平（所属：有限会社ほっとリハビリシステムズ 介護事業管理者／福井県） 

・藤本 太郎（所属：株式会社スイッチオン・サービス エリアマネージャー／兵庫県） 

・荒木 幸枝（所属：Total Habilitation System 株式会社 事務局／長崎県） 

 

ヒアリング有識者（3 名） 

・南部 達彦（所属：健康科学ビジネス機構／大阪府） 

・小野   玲（所属：神戸大学大学院保険学研究科地域保健領域／兵庫県） 

・馬袋 秀男（所属：一般社団法人全国介護事業者協議会 特別理事／東京都） 

 

 会議一覧（全 9回） 

 ・第 1回 研究グループ会議                           

  開催日時 平成 29年 6月 16 日（水）／9時〜18時 

  開催場所 株式会社ジーン セミナー室（愛知県名古屋市） 

  出席委員 4 名 

     会議議題： 

 自立支援指向の介護のイメージについて 

 既存システムの構造の再検討 （好事例の収集について） 

 事例収集のマネジメントの流れを検討 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 本研究事業、プロジェクトの進め方 、現場のへの活かし方  

 その他 

  ・第 2回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 6月 24 日（土）〜25日（日）／9時〜18時 

  開催場所 新大阪ホテル（大阪府大阪市） 

  出席委員 7 名 

     会議議題： 

 データ収集における協力体制の確認について 

 自立支援指向型の介護のイメージについて 

 未来投資会議の示すイメージとの整合性について 

 NPO 全国在宅リハビリテーションを考える会との連携・協力について  

 その他 

  ・第 3回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 7月 2 日（日）〜3日（月）／9時〜18 時 

  開催場所 TKP 京都ガーデンシティ（京都府京都市） 

  出席委員 7 名 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護のマネジメントについて 

 自立支援のマトリクス（案）についての検討 

 好事例のあり方と、その収集について 

 その他 

  ・第 4回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 7月 30 日（日）〜31日（月）／9時〜18時 

  開催場所 TKP 京都ガーデンシティ（京都府京都市） 

  出席委員 9 名 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護のマネジメントについて 

 自立支援のマトリクス（案）についての検討 

 好事例のあり方と、その収集について 

 その他 

  ・第 5回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 8月 25 日（土）〜26日（日） 

  開催場所 TKP 京都ガーデンシティ（京都府京都市） 

  出席委員 4 名 

     会議議題： 

 協力事業者との動画データ収集会議 
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 協力事業者とのアンケート調査に関する会議 

  ・第 6回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 9月 17 日（日）〜19日（月）／9時〜18時 

  開催場所 株式会社ジーン セミナー室（愛知県名古屋市） 

  出席委員 7 名 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護のマネジメントについて 

 自立支援のマトリクス（案）についての検討 

 好事例のあり方と、その収集について 

 介護職員対象のアンケート調査（介護現場ニーズ）について 

 その他 

  ・第 7回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 29年 10 月 29 日（日）〜30日（月）／9時〜18時 

  開催場所 TKP 新橋（東京都港区） 

  出席委員 7 名 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護のマネジメントについて 

 自立支援のマトリクス（案）についての検討 

 好事例のあり方と、その収集について 

 介護職員対象のアンケート調査（介護現場ニーズ）について 

 その他 

  ・第 8回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 30年 1月 25 日（土）〜26日（日） 

  開催場所 TKP ガーデンシティ広島 

  出席委員 2 名 

     会議議題： 

 協力施設との動画事例のデータ共有会議 

  ・第 9回 研究グループ会議                          

  開催日時 平成 30年 3月 11 日（土）〜12日（月）／9時〜18時 

  開催場所 ベーコンラボ京都駅 

  出席委員 9 名 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護のマネジメントについて 

 自立支援のマトリクス（案）についての検討 

 好事例のあり方と、その収集について 

 介護職員対象のアンケート調査（介護現場ニーズ）について 
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 その他 

 

 有識者ヒアリング一覧（全 9回） 

  ・有識者ヒアリング（1回目）                          

  開催日時 平成 29年 7月 21 日（金）〜23日（日） 

  開催場所 新潟市中央区西堀 ホテルイタリア軒 

  出席委員 4 名 

     会議議題： 

 協力施設との動画事例のデータ共有会議 

  ・有識者ヒアリング（2回目）                          

  開催日時 平成 29年 9月 10 日（日）〜11日（月）／9時〜12時 

  開催場所 TKP 京都ガーデンシティ（京都府京都市） 

  出席委員 3 名（外部有識者 1名） 

         ※大阪健康科学ビジネス推進機構 南部研究員 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護の動画事例収集に関するシステムの検討 

 その他 

  ・有識者ヒアリング（3回目）                          

  開催日時 平成 29年 10 月 13 日（金）／9時〜16 時 

  開催場所 TKP 梅田駅前（大阪府大阪市） 

  出席委員 3 名（外部有識者 2名） 

         ※1.大阪健康科学ビジネス推進機構 南部研究員 

         ※2.神戸大学大学院地域保健医療分野 小野准教授 

     会議議題： 

 自立支援指向型の介護の動画データベベースシステムの検討 

 その他 

  ・有識者ヒアリング（4回目）                          

  開催日時 平成 29年 11 月 13 日（月）〜15日（水） 

  開催場所 ビッグパレットふくしま 

  出席委員 3 名 

     会議議題： 

 介護業務負担軽減と ICT 利活用に関する情報収集のため 

  ・有識者ヒアリング（5回目）                          

  開催日時 平成 30年 12 月 6日（水） 

  開催場所 福岡朝日ビル B1F 12 号室 

  出席委員 1 名 
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     会議議題： 

 ICT 利活用に関する企業との協議のため 

  ・有識者ヒアリング（6回目）                          

  開催日時 平成 30年 12 月 7日（木）～9日（土） 

  開催場所 福岡中小企業センタービル 

  出席委員 4 名 

     会議議題： 

 協力団体との動画事例のデータ共有会議 

  ・有識者ヒアリング（7回目）                          

  開催日時 平成 30年 1月 18 日（木）〜19日（金） 

開催場所 東京都品川区北品川 3丁目 6番 6号 品川御殿山ビル 6F 

  出席委員 2 名 

     会議議題： 

 ICT 利活用に関する企業との協議のため 

  ・有識者ヒアリング（8回目）                          

  開催日時 平成 30年 2月 23 日（金）〜24日（土） 

  開催場所 エッサム神田ホール 2号館 

  出席委員 3 名 

     会議議題： 

 協力団体との動画事例のデータ共有会議 

  ・有識者ヒアリング（9回目）                          

  開催日時 平成 30年 3月 17 日（土）～18日（日） 

  開催場所 あいおいニッセイ同和損保 フェニックスタワー16階 

  出席委員 １名 

     会議議題： 

 協力施設との動画事例のデータ共有会議 

 

 自立支援のマトリクス 

会議及びヒアリングでの論点を整理し、自立支援の概念を「自律」「興味関心」「可能性」

「尊厳」の 4要素からなるマトリクスとして整理した（図 1）。さらに、マトリクスを基に、

自立支援志向型介護のスタイルを「改善型介護」と「伴走型介護」の 2つの分類「案」とし

て整理した。加えて、改善・伴走相互の視点から、生活機能特性に応じた介護介入方針を総

合的に判断する評価ツールとして「自立支援マネジメントアプローチ（名称『stand』）」（図

2）と、その実行計画シート（名称：『生活バランスマップ』）考案した（図 3）。 
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図 3：自立支援のマトリクス 
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図 4：自立支援マネジメントアプローチ 
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図 5：生活バランスマップシート 
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3.2 システムの活用状況 

今回調査対象とした ITツール（iTherapy）のシステム活用状況について、以下の項目の

調査を行い、その結果を表にまとめた（表 1）。 

先ず、①登録事業者数は 127 事業者であった。2018 年 3月 31 日現在で、サーバー内に蓄

積されている動画事例数は 518 事例であった。動画登録事業者の種別としては、病院が 36

ヶ所、老人保健施設が 6 ヶ所、在宅の介護保険事業者が 69か所、介護保険施設等が 2か所、

その他が 14 か所であった。また、担当者職種は、医師が 0名、看護師が 3名、リハビリテ

ーション専門職（以下、リハ専門職）が 115 名、介護福祉士が 14 名、社会福祉士 3名、そ

の他が 20名であった。担当者の年齢分布は、20～29 歳が 14名、30～31 歳が 83 名、40～49

歳が 48 名、50～51 歳が 7名、60 代以上は 2名であった。 

表 1：IT ツール【iTherapy】の利活用状況一覧 

登録事業者数 127 

動画事例数 518 

登録事業者種別 

（ヶ所） 

病院 
老人保健

施設 

在宅介護

事業者 

介護保険

施設 
その他 合計 

 

36 6 69 2 14 127 

システム担当者 

（名） 

医師 看護師 
リハ 

専門職 

介護 

福祉士 

社会 

福祉士 
その他 合計 

0 3 115 14 3 20 155 

担当者年齢分布 

（名） 

20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60 歳以上 合計 
 

14 83 49 7 2 155 

※複数のシステム担当を配置している事業者あり 

3.3 介護負担感のアンケート調査結果 

全国 6都道府県（愛知、福井、大阪、兵庫、岡山、長崎）で介護事業所に勤務する介護職

員を対象に介護負担と情報共有に関するアンケート調査を行った（添付資料 1）。アンケー

ト調査では介護職員 266 名から回答を得た。性別は男性 16.9％、女性 83.0％。経験年数で

は、5 年未満が 98 名、5 年以上 10 年未満が 102 名、10 年以上が 66 名であった。介護現場

の負担場面としては、入浴介助が 40％、移動・移乗介助が 31％、トイレ介助が 11％、食事

介助が 3％、その他が 11％であった。介護負担軽減の為の工夫については、工夫が必要と回

答した人が全体の 97％であった。また、一番効果的と思われる情報共有の手段については、

口頭での情報共有が最も多く 49％、次いで、動画等のメディア共有が 35％であった。紙面

での計画書・報告書での共有が効果的と回答した割合は全体の 16％であった（図 6）。 
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図 6：介護負担と情報共有に関するアンケート調査 
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4 考察 

 

4.1 自立支援概念の整理について（自立支援のマトリクス） 

 

国と厚生労働省は、膨らむ介護給付費の抑制を目的に、高齢者や障がい者の自立支援推進

を目標に掲げ、介護サービスの在り方そのものを見直し、そのイメージを「自立支援志向の

介護」として提唱した。背景には、2016 年 11 月 16 日の内閣府の未来投資会議における「介

護は回復を目指す介護へパラダイムシフト」との首相発言により、関係省庁、有識者委員会

による介護の在り方検討が進んだ。そして、検討結果から、自立支援志向の介護は「本人が

できる部分をしてもらい、できない部分を介助する訓練」との具体的な介護現場イメージと

して示される事となる。 

しかし、考えるべきは、未来投資会議で示される国や厚生労働省の言う「自立支援」が、

現場的に「自立支援」と呼ぶべきイメージで間違いないのか
．．．．．．．

、という疑問である。たとえば、

未来投資会議の資料からは、一定距離の歩行スピードの向上や、歩行距離の延伸が自立支援

に資するとされ、国や厚生労働省の考える自立支援が（その全てではないが）、少なからず

「身体機能向上の可能性＝自立」と捉えている節を伺う。一方で、入浴や排泄など現実的な

介護現場においては「行為の改善そのものに伴走が必要な場面」も多い。本報告書の冒頭で

も述べたが、入浴行為や排泄行為等は、機能改善だけで単純に整理できない複雑な動作・環

境・意図・配慮など、生活機能特性を含んでいる [5]。感覚的には、要介護要因の主たる理

由が ADL 障害である場合に、転倒リスクや転倒そのものよるマイナスイベントを考慮し予

後予測すれば、入浴や排泄の介護行為量を簡単に減らせないという場面は少なくない。単純

に、機能改善の話だけで目標達成とならない場面が多くある事は現場周知の事実であろう。 

更には、疾患的制約が多く、機能的予後不良な高齢者が居たとして、身体機能改善の余地

は少なくとも、興味・関心のある事を、余暇活動の工夫によって関係者や環境そのものと共

有する事で「生きがい」を得、それが精神を支える「柱」となって心理面の自立を獲得して

いく利用者と遭遇する場面は経験に少なくない。たとえば、在院日数の短縮が推進され、在

宅や住まい系施設での看取りが進む昨今、在宅であれ施設であれ、移動、食事、排泄といっ

た基礎的な日常生活行為が不可能となり、その多く、もしくは全てに他者の介助を要す状態

においても、ケースマネジメントと多職種連携で支援体制が整う事で「暮らせる環境が整う

自立」を得る場面も多い。そこから進めば、自らの最後の場所を自ら決定するという自立も

あろう。表現は少々乱暴ながら「自分の死に場所は、自分で決める」という最後の意思決定

（終活）を支援する事もまた、自立支援につながると考えるが自然ではなかろうか。 

 本調査研究事業においては、生活機能特性グループで十分な会議・議論を重ね、自立支援

を「自律」「興味・関心」「可能性」「尊厳」の 4つの要素とした自立支援のマトリクス図が

考案された。また、この概念図を基に、生活機能特性に応じた介護介入方針を総合的に判断

する評価ツールとして、自立支援マネジメントの『stand』と、その実行計画シート『生活
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バランスマップ』も考案された。今後、自立支援志向型介護の展開において、これら考案さ

れた知的財産が、更に検討を重ね IT ツールで標準化される事により、改善型、伴走型のい

ずれを問わず現場の業務改善や負担感軽減につながる新たなツールとしての発展的展開を

願う。 

 

4.2 科学的介護のデータベース構築事業と IT ツール 

 

国と厚生労働省は、自立支援志向の介護のエビデンス構築を目的に、提供される介護の内

容が具体的にわかる記録を用いたデータベースを作り、既存の保健・医療データプラットフ

ォームと連携させ「科学的に自立支援の効果が裏付けされたサービス」として国民へ具体的

に提示する「科学的介護の実現」という取り組みを推進している [3]。2018 年度の介護保険

改定では、厚生労働省は、同省主導による自立支援のビッグデータ構築に向けた具体的手段

として、通所リハビリテーションでは「リハビリテーションマネジメント加算」、通所介護

事業では「ADL 維持向上加算」で、対象者の状態像を所定データ化し管轄行政に提供する事

で報酬インセンティブが付与する仕組みを導入した（リハビリテーションの質の向上事業：

Visit／科学的介護のデータベース構築事業：CHASE）。同時に、各種介護サービスにも「生

活機能向上連携加算」を創設（訪問介護は見直し）。訪問介護、通所介護、短期入所、小規

模多機能、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、特定施設入所者生活介護、特別

養護老人ホームなどの介護事業者に、訪問リハビリテーションや通所リハビリテーション

のリハ専門職（訪問看護ステーションのリハ専門職は除く）や医師の訪問を受け、アセスメ

ントを共有して助言を受けた上で介護計画書作成を行った場合に報酬インセンティブを付

与する仕組みを導入した。そして、同加算は、生産性向上と ICT 利活用促進の双方の視点

で、リハ専門職や医師が介護事業所を訪問できない場合に ICT 機器で対象者の状態を動画

で記録し共有し、そのデータを基に、リハ職等からアセスメントや介護計画立案のアドバイ

スを受ける事によって加算算定を可能にするという手段を認めた（訪問介護、通所介護）。

現在の介護保険総合デーベースでは、受給サービスの種別は分かっても、実際に提供された

ケアの内容までは記録されておらず、当然、実際の介護場面を見る事も出来ない。すなわち、

国家レベルの介護問題に解決に向けて「自立支援志向の介護イメージ構築」と「介護現場の

見える化」は、その推進に「医療・介護分野における ICT 活用」の視点を置き、未来投資会

議で提唱された自立支援のイメージの後押しを受けて「ICT を活用した自立支援・重度化防

止に向けた介護に関する取り組み」として、今般の介護保険改定を起点にその展開が推進さ

れる事となったのである。 

 さて、今回のシステム調査の結果から、対象とした IT ツールの利活用の状況において

は、圧倒的に在宅系介護保険事業者のリハ職にその活用主体が多かった。結果の偏りは、対

象となったシステムの開発経緯の影響も否定はできないが、それでも、既存システムにおい

ては IT ツールを使った介護現場の情報共有マネジメントの起点に「リハビリテーション専
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門職」が機能している事を伺う。上段で述べた今後の展望を追従する結果である。つまりは、

平成 30 年度介護保険改定を受け「ICT を活用した自立支援・重度化防止に向けた介護に関

する取り組み」は確実に推進され、現行で進む科学的介護のデータベース構築事業とリンク

し、改善型介護の為のビッグデータ構築が加速度的に進む事は間違いない。しかし、既述の

通り、自立支援志向型の介護の推進においては「改善型介護」と「伴走型介護」の両輪で、

且つ双方のバランスの取れた「進化」が重要と考えている。その観点から、伴走型介護にお

いては（改善型介護の「身体機能」のデータベースと相対して）、たとえば、本調査研究で

考案・提言した「自立支援マトリクス」の「自律」「興味・関心」「可能性」「尊厳」の視点

で、国民に理解し易い視覚化されたより高度なデータベースの構築が急がれるのではない

だろうか。更には、相対するデータベース構築には、介護職員自身によって収集される日々

の介護現場の「リアル」なデータが有用である事は言うまでもない。たとえば、教育現場に

おけるポートフォリオ評価の様に、利用者の様子を常時視覚的に記録する事が容易な介護

職員の為の ICT ソフトの開発、その研修システムや普及啓発ツール等、新たなシステムパッ

ケージである。伴走型介護の効果を担保するデータベース構築するには、先ず、介護職員自

身が、自身の介護現場の実態を可視化データ化できる様になる為のスキルを習得する事と、

介護現場そのものへ新たなシステムパッケージの導入支援を同時に行う取り組みとそのス

キーム構築が急務なのではないだろうか。 

 

4.3 介護負担感について 

アンケート調査の結果から、介護負担感に関する質問では、入浴介助が最も多く、次いで

移動・移乗介助であり、その 2つの要素が全体の 7割を占めた。たとえば、「歩行スピード

が 2秒早くなる」という「機能目標」と「一人で入浴が出来る様になる」という「行為目標」

とでは、介入の視点、経過、支援ポイント等は大きく異なる事が想像に易い。もちろん、歩

行も入浴も、その行為は身体機能が重要である事を前提とする。その上で、「歩行スピード

が 2秒早くなる」という現象に限定される機能的な目標は、あくまで自立支援を進める「き

っかけ」として捉えるべきではないだろうか。一方、負担感の回答で最も多かった入浴介助

の背景には、機能性に限定されない複雑な「動作」「環境」「意図」「配慮」等が複雑に関係

している介護現場の状況を伺うのである。そして、これを我々は「生活機能の特性」と考え

る。つまり、機能と行為の双方の目線で利用者の側に立った時、短期間の「歩行スピード」

向上の先には、残された人生の「歩み」が待っている。前述した「自立支援のマトリクス」

を踏まえれば、歩行スピードの向上は国難解決の「理想」であるが、興味関心や可能性、尊

厳を敬う事は介護現場の「現実」でもあろう。ゆえに、介護職員の負担感の背景には、残る

人生の「歩み」に寄り添う際に、「理想と現実のギャップを感じつつ寄り添う事」に最も介

護負担感を感じている事を推察する。また、アンケート調査の結果からは、介護負担軽減に

は工夫が必要という全体の意向があって、1．口頭での情報共有、2.動画をいたイメージ情

報共有、3.紙面での情報共有、という介護現場のイメージ伝達手段として有用性の順位を見



 21 / 28 

 

た。ただ、この点で重要なのは、個人の主観や知識・経験のバイアスを受ける事無く、関わ

る多職種において最も有益な情報共有手段は何か、という視点で考えるべきであろう。本報

告書の「考察 5.1」の段落にて、全てに他者の介助を要す状態においても、ケースマネジメ

ントと多職種連携で支援体制が整う事で「暮らせる環境が整う自立」を得る場面も多い事を

述べた。であれば、利用者に対する介入が、関わる多職種全員が適切なイメージ共有を持っ

て関われる「事前準備」の為の業務改善を推進し、介護現場の理想と現実のギャップを限り

なく小さくする事が、介護負担感軽減につながるのではないかと考える。更に、介護負担感

軽減が「イメージ共有の事前準備」との視点に立てば、負担感要因は介護職員に限定されな

い。まして、自立支援推進が進まない原因も、過剰介護や介護現場の怠慢ではない。つまり

は、事前準備のマネジメントで、多元的役割を担う多職種（医療や介護福祉、ボランティア

等の専門家、いわゆるリエゾンワーカー [6]）の情報伝達の技術能力と介護職員の介護負担

感増減との関係を伺うのである。本報告書とは趣旨が異なるので、その詳細を述べる事は別

の機会に譲るとして、たとえばオランダの地域ケア組織「ビュートゾルフ」などは、インテ

ーク、アセスメント、プランニング、サービス、コントロール等の一連の流れを、組織的・

一体的に提供する支援プロセルの構造を持っており、保険費用の圧縮とビジネスモデルの

確立の両輪で看護・介護の生産性向上に成功しているとの報告がある [7]。そして、このビ

ュートゾルフは独自のアセスメントツールと ICT システム（オマハシステム） [8]を有し

ており、その活用によって独自の地域ケアスタイルを確立しており、参考にすべきポイント

は多い。これまで述べた内容を踏まえ、介護負担軽減の為の業務改善のポイント、それは、

適切なアセスメント情報と介入イメージを伝達する能力を備える事、必要な評価ツール

（ICT システム）の開発・構築を進める事、それらを駆使して介護現場の「事前準備」の環

境を整える事、の 3 点に集約できよう。課題解決の視点は、実は非常にシンプルなのであ

る。 

 

4.4 自立支援志向の介護と『iTherapy stand』 

 本調査研究事業における成果を①自立支援マリクス②自立支援志向の介護マネジメント

に関する各種ストラクチャー③既存システム（iTherapy）の利活用状況の基礎資料④介護負

担に関するアンケート結果からの業務改善ポイントの整理、の以上 4 点に集約する。そし

て、本調査研究事業の最後に、①～④の成果を踏まえた自立支援志向の介護（特に伴走型介

護）における「活動」「参加」への介護介入を視覚化して共有する為の「マネジメントスキ

ーム」と新たな「ICT ソフト」を考案した（図 6）。筆者が考案したスキーム、その名称を

「iTherapy stand」とする。スキームの実行者は介護職員である。必要なツールはスマート

フォン・タブレット等の ICT 機器を使う。介護職員は、生活バランスマップに沿って日々の

利用者の状態を適時動画で記録し視覚化したデータを蓄積する。利用者毎、個別に蓄積され

たデータはアセスメント資料として多職種（リハ、看護等）間で共有される。共有されたデ

ータは、多職種の助言等を受けた後、必要なデータのみを選別（ポートフォリオ評価）され
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る。その後、ICT ソフト内で「活動」「参加」のアセスメントを経る。アセスメント結果を受

け、リハ専門職や看護職員らは目標設定や計画経過に対するアドバイス（必要に応じて介助

方法等の個別動画データ）を入力する。最終的には、現場の介護職員の動画データ蓄積、多

元的視点でのデータの選別、多職種間でのデータ共有と相談・助言の効率化、それら要素を

全て集約した自立支援志向の介護アプローチ指針が「生活バランスマップシート」として出

力される。本調査研究事業から得られた知見を基にして自立支援志向の介護における一連

の流れを IT ツールでシステム化する事、つまり「iTherapy stand」の具現化により、介護

現場のコスト「空間・時間・関係の制約」は解消され、介護事業そのものの生産性向上につ

ながる「可能性」が期待できる。しかし残念ながら、本調査研究事業の成果はここまでであ

る。与えられた有限の時間と予算では、介護担軽減と業務改善の為の実験的 ICT ソフトのデ

ザイン構築まで、という所で本調査研究事業の考察を締めくくる事としたい。 
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図 7：ICT を活用した自立支援志向の介護マネジメントスキーム 
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図 8：ICT ソフト「iTherapy stand」 
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5 終わりに 

介護現場に限らず、社会の流れとしてその生産性向上に向けた ICT・動画の導入は確実に

進んでいく。厚生労働省に限らず、経済産業省なども介護現場の業務効率に IT導入を支援

し、その生産性向上を求めている [9]。民間の介護事業者団体においても同様に、介護事業

者の IT ツール導入が介護事業そのものの生産性向上に及ぼす好影響などを報告している 

[10]。本調査研究事業の経過を踏まえて述べれば、介護負担軽減は、業務改善のポイントを

「介護介入の事前準備を効率化」という視点で ITツールの導入やビッグデータの構築は推

進するべきであろう。ただし、その全てを、機能改善と作業効率化を手法とするのではなく、

本質的な自立支援概念を前提として介護現場の環境改善が進んでいく事を期待したい。 

超高齢社会は日本の国難要素としてこれからも加速度的に進む。超高齢社会でも健康寿

命が延伸され、いわゆる「いきいき長寿社会」が進めばそれはそれで理想であろう。しかし

その一方で、長寿社会の結果、終末期に在宅や住まい系施設での療養期間が長期化する事は

現実問題として予測に易い。本調査研究事業は、終始「自立支援」をテーマに議論を整えて

きた。筆者は、理学療法士として、リハビリテーション専門職の立場で最後に述べる。自立

支援とは、ADL 評価とそのビッグデータによって「身体機能向上の可能性＝自立」という短

絡的な話に収まらない。介護負担軽減でも業務改善でも、要は、関わる全ての人が本人の人

生観を共感し、自律、興味・関心、可能性、尊厳の視点から、何に価値を置くかを広く捉え

て「本物のかかわり」をやればおのずと現実化していくのだろう。課題解決の視点は、実は

非常にシンプルなのである。 
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